
会 社 説 明 資 料 

平成29年２月 



企 業 理 念 

販売促進活動を通じて情報化社会に寄与し、

従業員・取引先・債権者・株主および地域社会

に貢献する。 



会 社 概 要 

・ 設   立 : 昭和31年１月 （1956年 1月） 

・ 代  表  者 : 代表取締役社長    平賀 治郎 

・ 資  本  金 : 434,319千円 （2016年 3月） 

・ 従業員数 : 315名 （2016年 3月） 

・ 事業内容 : 折込広告、ＤＭ、各種ショッピング
バッグ、包装紙、ＰＯＰ等販売促進物
の製造販売 

・ 株式関係 : 発行済株式総数    4,015,585株 

     株主数1,019名 （2016年 9月） 



創業 昭和25年６月／設立 昭和31年１月 

沿   革 

昭和25年 6月 練馬区栄町にて創業

昭和31年 1月 株式会社平賀商店（資本金100万円）を設立

昭和33年 3月 練馬区豊玉に工場を開設

昭和39年 9月 埼玉県新座市に工場移転

昭和40年 2月 株式会社平賀に商号変更 

昭和44年 9月 高崎支店開設 

昭和51年 5月 本社移転（現　第二ビル）

昭和62年12月 仙台支店開設

平成 3年 9月 本社ビルを新設し、本社業務移転 

平成 8年 4月 第三ビル（デジタル館）開設 

平成12年10月 ジャスダック証券取引所に上場 

平成18年10月 株式会社イマージュの株式を100%取得子会社化

平成19年 5月 大阪支店開設

平成22年11月 プライバシーマーク認証取得

平成23年12月 ISO27001(ISMS)認証取得

平成25年 4月 株式会社イマージュを吸収合併

平成27年12月 FSC®(森林)認証所得



事 業 戦 略 

○顧客目線に徹した活動推進を心がけ、小売業界全般における 
 顧客ニーズをいち早くキャッチして対応し、様々な提案を行うこと 
 によって企業利益の最大化を図るとともに、当社の存在意義を 
 高めるための活動を推進する。 

販売戦略 

 当社の売上は、折込広告の製造販売が根幹となっておりますが、そのシェア
にはまだまだ拡大の余地があり、このマーケットシェアの拡大を計ることにより、
株主の皆様に貢献できると考えております。売上拡大のため、当社の強みであ
る短納期対応力と、企画提案力、営業戦略力を結集し、全社一丸となって受注
拡大に努めてまいります。 

○短納期・高品質の生産体制を維持し、調達コストの最適化を加 
 えることにより、低コストの生産体制をさらに拡充し、競争力アッ 
 プを実現する。 

生産戦略 



平成29年度 スローガン 

何が創れるか？ 何を手伝うのか？ 

「働き方改革で 

新たな領域へと挑戦」 

 平成29年度は、「働き方改革で新たな領域へと挑戦」をスローガン

として、当社は一丸となってお客様の求めている新たなサービスを

提供できるよう邁進いたします。 



株式会社 平賀 

（販売促進関連事業） 
製品の製造販売 

お客様 

 当社は、折込広告、ＤＭ、各種ショッピングバッグ、包装紙、ＰＯＰ等、

販売促進物の製造販売を主な事業として営んでおり、お客様のニーズ

に応えるため、ノベルティや景品、ストアプロモーションなどの商品展

開も行っております。 

事 業 内 容 



製  品  １ 



製  品  ２ 



製  品  ３ 



仙台支店 宮城県仙台市 

第二ビル(別館) 

埼玉工場 埼玉県新座市 

高崎支店 群馬県高崎市 

第三ビル(デジタル館) 

本社ビル 東京都練馬区 

大阪支店 大阪府大阪市 

和歌山工場 和歌山県日高郡 

配送センター 大阪府大阪市 

札幌支店 北海道札幌市 

営 業 拠 点 



内部管理体制の整備・運用状況 
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コンプライアンスへの取組み 

 当社では、皆さまの信頼と期待に応えるためコンプライアンスを経営の最重

要課題の１つとして位置づけ、企業価値の向上に努めるとともに、健全で透明

性のある企業経営を目指しております。 

 コンプライアンスや企業倫理を守って働くためのガイドラインを行動指針とし

てまとめ、社員全員への周知徹底を図っております。 

 また、勉強会を定期的に開催し、コンプライアンスへの理解を深め、共に行

動できる職場作りに取組んでまいります。 
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首都圏折込チラシ１世帯当たり月間平均折込枚数 
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一般社団法人 日本新聞折込広告業協会 

月間折込広告出稿統計データ （全国版） 
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一般社団法人 日本新聞折込広告業協会 

月間折込広告出稿統計データ （全国版） 
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貸 借 対 照 表 

第61期　(平成28年3月31日現在)

区分 金額(千円) 区分 金額(千円)

  　流動資産 3,145,258   　流動負債 2,028,681

  　固定資産 1,915,540   　固定負債 889,528

　　　有形固定資産 1,444,478 負債合計 2,918,210

　　　無形固定資産 62,163

　　　投資その他の資産 408,898 純資産合計 2,142,588

資産合計 5,060,799 負債及び純資産合計 5,060,799

(負債の部)(資産の部)

(純資産の部)

会社業績（第61期 期末決算） 



損 益 計 算 書 

金額(千円) 構成比(％)

売 上 高 8,752,329 100.0

売 上 総 利 益 1,794,157 20.5

営 業 利 益 386,483 4.4

経 常 利 益 412,494 4.7

当 期 純 利 益 330,214 3.8

 平成28年３月期

至 平成28年３月31日
自 平成27年４月１日

会社業績（第61期 期末決算） 



自己資本比率（%） 42.3 37.3 31.4
時価ベースの

自己資本比率（%） 17.8 26.3 27.4
キャッシュ・フロー

対有利子負債比率（年） 1.3 2.3 2.6
インタレスト・

カバレッジ・レシオ（倍） 39.5 25.1 19.0

第60期 第59期第61期

単位：千円

営業活動による
キャッシュ・フロー 374,054 320,882 343,487
投資活動による

キャッシュ・フロー 32,224 226,924 △ 127,800
財務活動による

キャッシュ・フロー △ 271,569 △ 190,457 △ 236,320
現金及び現金同等物の

期末残高 1,334,867 1,200,158 842,808

第60期第61期 第59期

キャッシュ・フローの状況 

（注）当社は平成２５年４月１日を効力発生日として、連結子会社であった株式会社イマージュを吸収合併したことで、連結子
会社がなくなったため、第５９期より連結計算書類を作成しておりません。 



売 上 高 推 移 

会計年度 単位：千円

第61期 第60期 第59期

売上高
8,752,329 8,674,354 8,582,400
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貸 借 対 照 表 

第62期　(平成28年12月31日現在)

区分 金額(千円) 区分 金額(千円)

  　流動資産 3,155,890   　流動負債 1,951,782

  　固定資産 2,002,927   　固定負債 851,571

　　　有形固定資産 1,466,679 負債合計 2,803,354

　　　無形固定資産 66,375

　　　投資その他の資産 469,872 純資産合計 2,355,463

資産合計 5,158,817 負債及び純資産合計 5,158,817

(負債の部)(資産の部)

(純資産の部)

会社業績（第62期 第3四半期） 



損 益 計 算 書 

金額(千円) 構成比(％)

売 上 高 6,355,791 100.0

売 上 総 利 益 1,411,906 22.2

営 業 利 益 321,133 5.1

経 常 利 益 344,565 5.4

四 半 期 純 利 益 226,046 3.6

 平成29年３月期

至 平成28年12月31日
自 平成28年４月１日

会社業績（第62期 第3四半期） 



平成29年3月期(第62期)業績予想 

平成28年4月1日～平成29年3月31日
（単位：百万円）

通　期 8,900 403 238
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　64円61銭

売上高 経常利益 当期純利益 

業績予想 

（注）今後の経営情勢など様々な状況変化によって、実際の業績は見通しと異なる場合があります。 



事業等のリスク 

・内部統制による重大な不備 

・特定の製品への高い依存度 

・特定の取引先への高い依存度 

・印刷業界における競合の動向 

・用紙価格の変動と供給 

・情報システムとセキュリティ 



株主還元・資本政策 
  

  

配 当 の 状 況 

会社の利益配分に関する基本方針 

単位：円

第５７期 第５８期 第５９期 第６０期 第６１期 第６２期(予想)
平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

15.00 15.00－ 5.00 8.00 8.00

• 利益還元 

  株主に対する安定的な配当に寄与し、利益還元を充実させること。 

• 内部留保 

  企業体質の強化及び将来の利益確保のための配慮、事業の拡大と財務体質の強化。 



株価の推移 

回　　次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期
決算年月 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期 平成28年3月期

最　　高 569 446 543 400 408

最　　低 355 155 252 271 204
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